
はじめに

　半導体はコンピュータや通信機器，オーディ

オ機器といった製品だけでなく，家電，自動車

や産業用機器の制御機器などあらゆるエレクト

ロニクス機器に組み込まれており，その意味で

「産業のコメ」と言われる。

　半導体の産業化はトランジスタを発明した

ショックレーが１９５４年にアメリカのカリフォル

ニアのパロアルト（現在のシリコンバレー）に

半導体研究所を，ショックレー半導体研究所か

らスピンアウトしたノイス（のちにプレーナー

ＩＣを開発した）らが，１９５７年にフェアチャイル

ドの出資でフェアチャイルド半導体を設立した

のに始まる。このような半導体産業の歴史的展

開からもわかるように，半導体は自動車と並ん

でアメリカを発祥とし，そこで大きな展開をと

げた産業である。

　また半導体の開発・量産化は冷戦対抗との関

わりを抜きに語ることはできない。１９６０年代初

期のミニットマン・ミサイル計画は，ＩＣの使用

を前提としていたから，それによってＩＣの量産

化の土台が作られたからである。（ダニエル・沖

本，菅野卓雄，Ｆ・Ｂ・ワインスタイン［１９８５］

１５ページ）そしてそれ以後もＩＣは軍事兵器や

設備に必須のエレクトロニクス部品であり続け

ている。

　さらに１９８０年代から急速に進展するダウンサ

イジング化，９０年代からのネットワーク化など

ＭＥ・情報革命を支える基軸的産業の一つであ

る。

　ＩＣに搭載される素子数は，「約１.５年で２倍に

増える」というムーアの法則で知られるように，

ＩＣ産業は技術革新が激しい産業である。した

がってＩＣの開発・量産化をめぐっては，国家的

な支援を交えて国家間・企業間で激しい競争が

繰り広げられてきた。競争力を市場シェアでみ

れば，１９８０年代半ばの日米逆転，１９９０年代の日

米再逆転と韓国・台湾の躍進という変転を見せ

ている。

　ただし半導体ＩＣといっても多様な種類があ

り，構造的にはＭＯＳ（Ｍｅｔａl Ｏｘｉｄｅ Ｓｅｍｉ-

ｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）型ＩＣが主流（とくに現在ではＣＭ

ＯＳ）である。ＭＯＳ型ＩＣは構造が比較的簡単で

高集積化しやすく，消費電力が低いという特徴

がある。ＭＯＳ型ＩＣは機能面からはメモリー（記

憶素子）とロジック（論理素子）に分かれる。

メモリーは情報の記憶を担う半導体で，自由に

データの読み書きができるＲＡＭと読み出し専

用のＲＯＭがある。とくにＤＲＡＭは構造が単純

で高集積化・大容量化がしやすく，製造コスト

が低いため，ＰＣの主記憶に用いられている。８０

年代の日米逆転の主戦場になったのがこのＤＲ

ＡＭである。ロジックは演算処理を行う半導体

で，ＰＣの演算処理を担当するＣＰＵ（中央処理

装置）やＡＳＩＣ（特定用途向けＩＣ），ゲートアレ

イなどに分けられる。とくにパソコン用のＣＰＵ

はアメリカのインテル（Ｐｅｎｔｉｕｍなど）やＩＢＭ，

モトローラ（ＰｏｗｅｒＰＣ）が独占的地位にあり，

これが９０年代の日米再逆転の一つの要因になっ

ている。ＡＳＩＣはユーザーの仕様に合わせてつ

くられる特定用途向けの半導体であるが，日本
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ではロームが高いシェアを有し，ＮＥＣ，日立，

東芝などが半導体不況で苦しんでいた時期でも，

堅実な業績を上げていた。

　このように多様な半導体のなかで，本稿はと

くにＤＲＡＭとＣＰＵを対象に８０年代と９０年代に

おける日米間の競争のダイナミズムを分析しよ

うとするものである。その際，焦点は半導体産

業の生産構造の特質と産業政策におき，その視

角から８０年代と９０年代の日本半導体産業の逆

転・再逆転の論理を探ることを課題とする。

１　８０年代における日米逆転の論理

（１）半導体ＩＣの量産化による日米逆転

　アメリカの半導体産業は，１９７０年代までは核

ミサイル開発に伴う政府調達かコンピュータ企

業における自社消費用という販路保障のもとで

成長を遂げてきた。しかしＩＣのＬＳＩ化（１９６８年・

米）や超ＬＳＩ化（１９７７年・日本）は，ＶＴＲやワー

プロ，ヘッドフォンステレオに代表される新し

い民生用エレクトロニクス機器の開発・量産化

を促すとともに，民生用エレクトロニクス機器

の生産拡大につれて半導体ＩＣに対する需要を

爆発的に増大させることになった。半導体ＩＣの

需要基盤が民生用エレクトロニクスに移ると，

そこでの競争力は低コスト量産体制の確立に左

右されることになる。低コスト量産体制の確立

には歩留まりの向上が条件となるが，そのため

には全社的な，いや系列の協力企業も含めた全

社的な品質管理が必要となる。この点では，ＩＣ，

とくに構造が簡単で低コスト生産が可能なＤＲ

ＡＭの生産は６０年代にＴＱＣ（全社的品質管理）

を導入して以来，品質管理運動を展開していた

日本企業に適合的であった。

　こうして民生用エレクトロニクス機器の量産

化を通じて，半導体ＩＣの量産化軌道が成立し，

日米逆転がもたらされたのである。すなわち

１９７０年代は７割近いシェアを誇っていたアメリ

カは，１９８０年代に入ると急速にシェアを低下さ

せ，１９８６年にはアメリカが３９.８％であるのに対

し，日本が４７.６％と日米のシェアが逆転し，１９８８

年には日本は５１％と世界市場の過半を占めるま

でになった。（図１）その結果，半導体企業ラン

キングで，１９８６年から１９９１年まではＮＥＣ・日立・

東芝が上位三位を独占したほか，十位以内に富

士通・三菱電機・松下電子がランキングされ，

最大で６社が１０位以内に入るという状況を見せ

た。（表１）まさに「電子立国」日本の誕生であ

る。

（２）８０年代における日米逆転の論理１）

　８０年代に日米逆転を可能にした要因としては，

次のような要因が指摘されている。まず経営類

型の違いである。すなわちアメリカは半導体専

業メーカーであるのに対し，日本は総合電機

メーカーが半導体も製造しているが，これは資

金調達面でアメリカの半導体専業企業よりもは

るかに有利である。なぜなら，半導体の開発・

量産化にあたって巨額の開発費用が必要になる

が，日本の場合，その資金を他の部門から調達

できるメリットがあるからである。需要面では，

アメリカの場合には軍需中心であるのに対し，

日本では民生需要中心であり，これは低コスト

での生産を実現する圧力になったというもので

ある。第三にアメリカではコスト削減のために，

後工程を海外に移転したが，それは品質の悪化

を招き，アメリカ製の半導体の信頼性の低下に

つながったと言われている。これに対して，日
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本では生産過程の自動化をすすめることによっ

て，低コストと品質の確保という問題をクリア

したのである。

　半導体生産における自動化という点では，

１９７０年代末までは，「ＭＥ機器の量的増強」の段

階にあったが，７０年代末から「複数機器・複数

工程の連動・システム化」が始まり，さらに８２

～３年ごろより「設計・生産・出荷・在庫のコン

ピュータによる一貫管理」いわゆるＣＩＭの導

入が開始されるようになった。（図２）電気連合

の調査では，通信・情報と並んで，電子部品の

職場では「コンピュータによる一貫管理」が普

及している。（電機労連［１９８７］）製造工程への

ＣＩＭの導入コスト自体は巨額であるが，大量生

産が続くかぎり「低コスト」での生産が可能と

なる。２）

　自動化による低コストと品質の確保という問

題は，アメリカと日本の６４ＫＤＲＡＭのコスト比

較をみれば一目瞭然となる。（表２）すなわち日

本企業は厳密な純度基準を採用しているため，

原材料費が高く，また自動化を推し進めている

ため，資本費も高く，日本のウエハーコストは

アメリカよりも１.２倍も高い。また良品チップ１

個当りコストはアメリカ０.９６ドルに対し，日本

は０.８５ドル，組立完了品１個当りコストはアメ

リカの１.４０ドルに対し，日本は１.３２ドルと，ここ

でも差はわずかである。しかしウエハー検査歩

留まりではアメリカの４０％に対し，しかし日本

は５２％，累積歩留まりではアメリカの２３％に対

し，日本は３８％と，いずれも歩留まり率が高く

なっている。その結果，最終売価がアメリカの

３.６４ドルに対し，日本は３.１７ドルと低価格になり，
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表１　世界の半導体企業のシェアの推移
１９９９年１９９３年１９８９年１９８２年

１５.９インテル９.３インテル７.７ＮＥＣ８.７ＴＩ

５.５ＮＥＣ７.２ＮＥＣ７.４東芝８.１モトローラ

４.５東芝７.０モトローラ６.２日立製作所７.２ＮＥＣ

４.２サムスン電子６.７東芝５.５モトローラ５.９日立製作所

４.２ＴＩ５.９日立製作所４.８富士通４.８フィリップス

３.８モトローラ４.８ＴＩ４.８ＴＩ４.７東芝

３.３日立製作所３.６サムスン電子４.３三菱電機４.２ナショナル・セミ

３.１インフィニオン�
�圏外
�

３.４富士通４.２インテル３.１インテル

３.０ＳＴマイクロ３.３三菱電機３.１松下電子３.０富士通

３.０フィリップス２.９ＩＢＭ２.８フィリップス２.８松下電子

（出所）データクエスト
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総収益もアメリカの２６２ドルに対し，３３６ドルと

はるかに高い収益を上げることができたのであ

る。

　しかし日米逆転の要因は以上の要因につきる

わけではなく，産業政策と下請け企業の活用と

いう問題も指摘しなければならない。

　８０年代の日米逆転に大きく寄与した産業政策

として，第一に指摘しなければならないのは超

ＬＳＩ技術研究組合の存在である。これは当時の

代表的なメインフレーム・コンピュータＩＢＭ

３７０の後継機種＜Ｆｕｔｕｒｅ Ｓｙｓｔｅｍ＞の開発の動

きに刺激され，次世代コンピュータ開発の中核

となる超ＬＳＩの開発のため，富士通・日立・三

菱グループと日本電気・東芝グループからなる

技術研究組合が組織され，７６年度から４年間に

２９１億円が政府補助金として交付されている。超
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表２　アメリカと日本の64KDRAMコスト比較�

A.　ウエハー・コストの構成要素（ウエハー１枚当りドル）�

原材料費�
資本費（減価償却）�
人件費�

ウエハー・プロセスコスト�
ウエハー・プロセス歩留り�
良品ウエハー１枚当りコスト�
チップサイズ（mil

2
）�

ウエハー１枚当り理論収量�
ウエハー・検査コスト�
テスト済みウエハー１枚当りコスト�
ウエハー検査歩留り�
良品チップ数�
良品チップ１個当りコスト�
組立てコスト�
組立て歩留り�
組立て完了品１個当りコスト�
最終検査コスト�
最終検査歩留り�
最終製品１個当り工場コスト�
累積歩留り�
良品数�
粗利益�
最終売価�
総収益�

合計�

日本ウエハー・コスト÷アメリカ＝1.25

B.　工場コストの決定要因�
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＄3.64　�
＄262　�

＄106　�
95％�

＄112　�
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＄12　�
＄124　�
52％�
146　�

＄0.85　�
＄0.40　�
95％�

＄1.32　�
＄0.20　�
80％�
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38％�
106　�
40％�

＄3.17　�
＄336　�

（出所）B.R. スコット／G.C.ロッジ『日本の脅威,　アメリカの選択１』�
　　　　393ページ�



ＬＳＩ技術研究組合は，組合の下部組織である共

同研究所が微細加工技術，結晶技術などの基礎

技術の開発を担当し，各企業グループの研究所

がコンピュータのアーキテクチュアや製造技術

を担当するという分業方式で進められた。共同

研究所は通産省工業技術院電子技術総合研究所

からの研究員とメンバー各社からの研究員とか

ら構成され，企業の秘密保持のため，企業ごと

に研究グループが構成された。その成果として

超微細加工用の電子ビーム露光装置の開発など

微細加工技術の開発に大きく寄与し，８０年代の

ＤＲＡＭ領域での日米逆転に結びついていった。

　自動化と並ぶもう一つの生産システム上の優

位性は下請け企業の活用である。半導体産業は

一見すると超微細加工を要する先端産業である

だけに，生産工程もすべて大企業が担っている

かのように考えられやすい。しかし半導体産業

も，他の産業と同じく生産に関わる下請け企業

を活用している。それは半導体生産の場合，大

きくはシステム設計とパターン設計，製造，評

価試験に分けられるが，製造プロセスはマスク

製作，酸化イオン注入，アルミ配線の前工程と

パッケージ組立の後工程に区分できる。前工程

は超微細加工（１６Ｍで０.５μｍ，６４Ｍで０.３５μｍ，

２５６Ｍで０.２５μｍ）を必要とするため，世代交代

のたびに巨額の設備投資額が必要となる。３）そ

のため半導体の製造に参入できる企業は巨額の

設備投資額を調達できる巨大企業に限られる。

　しかしシリコンウエハーからチップを切り離

し，パッケージングする後工程は単純な工程で

あるため，下請け企業が担当する場合が多い。

例えば，１９７０年創業の九州日電にはＩＣの組立・

検査を担当する下請け会社が九州電子をはじめ

５社存在している。また６７年創業の三菱電機熊

本工場には８社の下請け企業が存在している。

　後工程を下請け企業に担当させるのは，前工

程と比べて相対的に労働集約工程であるため，

賃金コストが比較的高い親企業に担当させたの

ではコストパフォーマンスが悪くなるためであ

る。

　こうして自動化が進展し，資本集約的である

前工程は親会社である大企業が担当し，労働集

約的工程である後工程は下請け企業が担当する

ことで，コストパフォーマンスを高めようとし

ているのである。また半導体産業では，シリコ

ンサイクルと呼ばれる需給変動があるため，

バッファーとしての役割を下請け企業が担って

いるのである。

　さらに労使一体となっての品質向上に努めた

ことも日米逆転に大きな役割を果たした。例え

ば半導体の製造工程では徹底したゴミの排除が

行われるが，三菱電機の西条工場では製造ライ

ンに入室前に入浴が義務づけられたが，組合も

それに協力したという。（相田洋［１９９２］３４０～

３４１ページ）

　このような要因によって，日本の半導体産業

は日米逆転に成功し，８０年代の「電子立国＝日

本」の基盤を形成したのである。

２　９０年代における日米再逆転

（１）９０年代における日本半導体産業における生

産停滞

　日本の半導体産業は１９８６年にアメリカと逆転

した後，８０年代の後半にはいわゆるバブル景気

にのり，全世界の生産高の過半数を占めるまで

になった。しかし９１年のバブル崩壊後，日本の

半導体産業は一転してシェアを低下させ，１９９２

年には日米再逆転といわれる事態を迎えること

になった。（図１）また半導体ランキングに表れ

ているように，８０年代には　ＮＥＣ，日立，東芝

など日本企業が上位を独占していたが，９２年以

後はインテルが首位を占め，９９年には韓国のサ

ムスン電子が４位にランクされる一方，９９年で

は富士通，三菱電機，松下電子などの日本企業

がランク外になるなど，企業ランキングでも大

きく様変わりするようになった。（表１）

　集積回路の生産額も９２年には１１.６％も減少し

たほか，モスメモリは９６年から３年連続で減少

するなど，９０年代は不安定な動きを示すことに

なった。また９５年からの超円高をうけて輸入額
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が大きく増加するようになった結果，比較優位

度を示す輸出指数は１９８８年の０.５８を最高にして，

９９年には０.２６と半減することになった。（表３）

さらにメモリ比率も８８年４０.７％を最高にして，

９０年にはいってやや低下するものの９２年からま

た上昇し，９５年には３９.９％に達するなど９０年代

前半はメモリ（ＤＲＡＭ）依存度は高い割合を示

していた。メモリ（ＤＲＡＭ）依存度が低下する

のは，９７年からで半導体不況の直撃を受け，Ｄ

ＲＡＭ事業撤退など脱メモリ戦略をとるように

なってからである。

（２）９０年代日米再逆転の技術的枠組み

　９０年代における日米半導体産業の逆転の背景

には，半導体の需要基盤の変化がある。８０年代

央から始まったコンピュータのダウンサイジン

グによって，コンピュータシステムはメインフ

レームを中心とするシステムからパソコンを中

心とするシステムに変化した。そのため，出荷

額ベースでみると，９０年代初頭の段階でパソコ

ンやワークステーションが過半数を占めるよう

になり，その後もパソコンやワークステーショ

ンの出荷額は増大していった。そのため半導体

の最大の需要基盤はパソコンになった。例えば，

９９年の半導体需要先をみると，デスクトップと

ノート型を合わせたパソコンが３９％を占め，こ

れにパソコンサーバーの６％を加えると４５％と

半数近くにのぼる。（産業タイムス社［２０００］１

ページ）

　こうして半導体の需要基盤がパソコンになっ

たということは，半導体産業にとって二つのこ

とを意味する。一つはパソコンのＣＰＵでデ・

ファクト・スタンダードを占めるものがインテ

ル製であることによって，半導体ビジネスにお

けるインテルの独占的地位が確立されたという

ことである。第二には，コンピュータの主記憶

として使われるＤＲＡＭの需要量はパソコンの

規格をデ・ファクト・スタンダードとして支配

するマイクロソフトとインテル（いわゆるＷｉｎ-

ｔｅｌ体制）によって決定されるいうことである。

　一般的に，ＣＰＵはコンピュータの入出力，命

令の実行などのタスクを実行し，ＤＲＡＭはＣＰ

Ｕが直接アクセスし，処理されたデータを一時

的に蓄えるものである。したがって「ＤＲＡＭは
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（単位　億円）表３　日本半導体産業の生産と輸出入の推移

輸出指数輸入輸出
生　　　産

メモリ比率ＭＯＳメモリうち集積回路半導体総計

０.５６１,６５４５,８１８３５.１％５,８８９１６,７７４２２,４５３１９８５年

０.５６１,４６１５,２３１３２.０％５,１６１１６,１１３２１,６３８１９８６年

０.５７１,６２７５,９２４３２.７％５,７０１１７,４１９２３,０３７１９８７年

０.５８２,２５７８,４５７４０.７％９,２１０２２,６３９２８,９３１１９８８年

０.５７３,１０２１１,４７８４０.２％１０,８７７２７,０３３３３,５５８１９８９年

０.４９３,７５４１１,０１３３４.３％９,１７３２６,７２８３３,８２８１９９０年

０.４６４,０７２１１,１２０３３.３％９,５７８２８,７９８３６,４１４１９９１年

０.５３３,８７７１２,５０６３５.１％８,９２７２５,４５８３２,１４４１９９２年

０.５１４,６９７１４,５２５３５.５％９,５４３２６,９１７３３,６２８１９９３年

０.５０６,１９３１８,６７５３７.１％１１,４８８３０,９４０３８,３５０１９９４年

０.４１１０,１６７２４,４９２３９.９％１４,７１２３６,８６６４５,６５０１９９５年

０.３１１２,７４４２４,０４９３６.４％１３,２８９３６,５３９４５,００７１９９６年

０.２９１３,３６４２４,３３５２６.８％１０,２９７３８,４３５４７,６３１１９９７年

０.２９９,３０８１７,０８１２３.６％８,１８４３４,６２９４３,５３５１９９８年

０.２６１３,５５３２３,０７４２３.８％８,８５３３７,１５０４６,６９６１９９９年

（注）メモリ比率は集積回路のなかのＭＯＳメモリ比率
　　輸出入は集積回路の金額

輸出指数は純輸出（輸出－輸入）÷貿易総額（輸出＋輸入）により産出したもので輸出競争力が大きいほど
プラスの値をとる。

（出所）生産額は通産省『生産動態統計』、輸出入は大蔵省『貿易統計』



ＣＰＵに従うものであるという主従関係が厳然

と存在する」（寺内衛［１９９９］７３ページ）のであ

る。したがってパソコンの急速な普及につれて，

ＣＰＵに対する需要が拡大するから，それにした

がってＣＰＵ市場を独占するインテルの売上高

も拡大するということになる。同時にインテル

は８０２８６からｉ３８６へ，ｉ４８６ＳＸ／ＤＸへ，ｉ４８６ＤＸ２

からＰｅｎｔｉｕｍへとＭＩＰＳ単価を低下させつつ３

年に１世代の世代交代を実現するとともに，よ

り微細な加工に注力することで　ＣＰＵクロッ

ク数を向上させ，高速化を図ることで，競合す

る互換メーカーとの競争を有利に進めようとし

た。（寺内衛［２０００］７３ページ）

　またパソコンの処理速度を高速化するために

は，メモリーの高速化が必要となる。なぜなら

パソコンが処理するデータやプログラムはハー

ドディスクなどに格納されているが，それらは

必ずメモリーに移されて処理が行われる仕組み

となっているからである。メモリーが高速でな

ければ，ＣＰＵが高速になっても，実際の処理速

度はメモリーの処理速度に規定されて，遅延す

ることになるからである。こうしてＤＲＡＭの高

速化が必然となるが，現状の微細加工による高

集積化ではアクセス速度に限界が生じると言わ

れている。（寺内衛［２０００］７６ページ）そこでイ

ンテルは自らＣＰＵとメモリー，拡張バスなどを

相互に接続し，データの流れをコントロールす

るチップセットを開発するようになった。現在

インテルからはｉ８１０Ｅ，ｉ８２０，ｉ８４０などのチップ

セットが開発されているが，ｉ８１０Ｅは5１２ＭＢ，ｉ

８２０は１ＧＢ，ｉ８４０は８ＧＢと搭載される最大メモ

リー数が決定される。ここで注意すべきは，最

大搭載メモリー数そのものは増大するが，必要

とされるＤＲＡＭチップ個数は減少するという

ことである。Ｗｉｎｄｏｓ３.１の時代にはＰＣ１台当り

の４ＭビットＤＲＡＭチップ個数は３２個であっ

たが，Ｗｉｎｄｏｓ９８では６４ＭビットＤＲＡＭで８個

にすぎないという。（寺内衛［１９９９］７６ページ）

　このように半導体の需要基盤がパソコンにな

るとともに，パソコンに搭載されるＤＲＡＭはイ

ンテルのチップセットによって規定されるよう

になった。またパソコンに搭載されるチップ数

も以前と同じようには増大せず，ＤＲＡＭ需要は

パソコンの出荷台数に比例して増大することは

なかった。すなわちパソコンにおいては，半導

体投入計数の低下がみられるのである。これが

９０年代における日本の半導体生産の停滞をもた

らすことになった一つの要因である。

（３）９０年代日米再逆転の経済的枠組み－８０年代

の「電子立国」化の反対要因の展開

　日本の半導体産業は８０年代から９２年までは世

界最大のシェアを占め，半導体における世代交

代を主導してきた。その要因はすでに前章の「８０

年代における日米逆転の論理」で説明した。し

かしこの日米逆転の要因は９０年代に入ると，反

対要因となって展開するようになった。

　まず第一に民生用エレクトロニクス製品や通

信機器を製造している総合電機メーカーが半導

体生産でも中心的となることの有利性が９０年代

では減少するようになったということである。

半導体生産における総合電機メーカーの優位性

は一般的には資金調達における優位性から説明

されることが多い。半導体生産には巨額の投資

額が必要となるが，総合電機メーカーならば他

の収益性のある部門からの内部補助が期待され

るから，半導体生産における好・不況に関わら

ず継続的な投資が可能になるというものである。

　もちろん総合電機メーカーでもある半導体

メーカーがこうした資金調達面での有利性を存

分に発揮したことは確かであるが，それと同じ

く生産ラインの活用という面でも有利性が存在

したことを忘れてはならない。すなわち半導体

の生産では最先端のＤＲＡＭを生産し，償却のす

んだ前の世代の生産設備は民生用エレクトロニ

クス製品に使用される非先端のマイコンやゲー

トアレイ，スタンダードセルの生産に振り向け

られ，一つの生産ラインで二度の収穫を行うこ

とで収益を上げることが期待できたのである。

（直野典彦［１９９６］５４ページ）
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　しかし９１年のバブル崩壊によって，第二の収

穫場である家電市場が急速に縮小するように

なった。家電市場では９３年までにＶＴＲで２２％，

ビデオカメラで３９％も市場が縮小することに

なった。（佐々木康文［２０００］５０１ページ）この

ため最先端のＤＲＡＭ設備の再利用も急速に縮

小するようになり，それによって収益の一定部

分が失われることになったのである。同時にバ

ブル崩壊後の不況の長期化により，総合電機

メーカーの収益も低迷し，高収益部分での内部

補助も困難になってきた。

　また従来は償却済のラインで生産してきたＥ

ＰＲＯＭが最先端ＤＲＡＭと同様の生産設備での

生産が必要になってきた結果，最先端のＤＲＡＭ

設備の再利用も困難になってきた。最近では，

「微細化の進展に伴って各製品種別ごとに特化

させられてきたため，ある製品を製造していた

ラインをすぐに別の製品向けに転用することが

技術的にも困難になりつつある。」（寺内衛

［１９９９］７７～７８ページ）

　にもかかわらず日本の半導体メーカーはＤＲ

ＡＭの集積度が３年で４倍になるという過去の

トレンドにもとづきＤＲＡＭ製造用のプロセス・

デバイス技術の開発にしのぎを削ってきた。そ

れは最先端のＤＲＡＭ設備の再利用を前提とし

て，最初に最先端のＤＲＡＭを生産し，市場を一

挙に支配するという経営戦略から来ている。し

かしつねにその当時の最先端のラインで最先端

製品を作ることが競争力の源泉になるとは限ら

ない。例えば日本メーカーは１９９２年に１６ＭＤＲＡ

Ｍの製造ラインを０.５ミクロンのプロセスで構

築したが，韓国は１９９４年により微細加工可能な

０.３５ミクロンで１６Ｍを構築したため，需要が急

増するようになった１９９５年以後にではコスト的

にも性能的にも太刀打ちできないようになった

のである。（寺内衛［１９９９］７７ページ）

　こうして技術的にも経済的にも半導体，とく

にＤＲＡＭの生産においては，総合電機メーカー

であることの優位性は失われつつある。

　第二に一貫生産（前工程＋後工程）＋下請け

企業（後工程）の組み合わせによる大規模企業

中心の生産システムの優位性も，いわゆるファ

ブレス＋ファンドリー企業の台頭によって色あ

せつつあるということである。すでにみたよう

に，日本の半導体企業は後工程の労働集約工程

を下請け企業に外注することで，生産コストの

削減を図ろうとしてきた。

　しかし自社工場を持たず研究開発に特化する

ファブレス企業と受託製造専業企業であるファ

ンドリー企業の組み合わせで，一貫生産（前工

程＋後工程）＋下請け企業（後工程）の組み合

わせをとらなくても，低コスト生産が可能に

なってきた。ファブレス企業は膨大な設備投資

を必要とする工場設備をもたず，研究開発や設

計，マーケッティングに特化し，ファンドリー

企業は研究開発部門をもたず生産専門であるた

めに，両者の組み合わせは低コストでの生産を

可能にするのである。日本でも設立から８年で

任天堂向けＡＳＩＣで急成長したメガチップス

（従業員１１３人）や液晶制御用ＬＳＩのザインエレ

クトロニクス（１９９１年設立，従業員３５名），３Ｄ

グラフィックＬＳＩのリアルビジョン（１９９６年設

立，従業員５０名），次世代携帯電話機用ＬＳＩの鷹

山などのファブレス企業が登場し，注目されて

いる。またファンドリー企業としては新日鉄の

半導体子会社日鉄セミコンダクターを買収した，

台湾のＵＭＣグループの日本ファウンドリー

（１９９９年社名変更，従業員６００人）やフェニテッ

クセミコンダクター（１９６８年設立，従業員５２０人）

などが生産専門企業として生産額を増大させて

いる。もちろんこれらのファブレス企業の生産

品目は量産型のＤＲＡＭとは異なるＡＳＩＣなど特

殊用途の半導体であるから，こうした生産シス

テムをＤＲＡＭの生産に適用することはできな

い。しかし半導体生産の領域において一貫生産

（前工程＋後工程）＋下請け企業（後工程）の組

み合わせという大企業中心の体制をとらなくて

も，独創的な技術力とアイディアで「成長」で

きる可能性が開けたのである。

　同時に労働集約的な後工程を主として担当す
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るだけの大企業系列の下請け企業にとっては

「困難」な時代が始まることを意味する。

　例えばＮＥＣ九州の下請け企業でＤＲＡＭやマ

イコンなどの組立・検査を担当している九州日

誠電気（１９８０年設立，従業員３７５人）の売上額は

９５年度の３０１億円をピークに９６年度２４４億円，９７

年度２４７億円，９８年度２００億円，９９年度２００億円と

日本の半導体生産の停滞と並んで停滞している。

同じようにＮＥＣ九州からＤＲＡＭやマイコンな

どの組立・検査を受託している原精機産業（１９７４

年設立，従業員６００人）も９６年度の４５１億円を

ピークに，９９年度で４００億円と低迷している。九

州日誠電気や原精機産業のように，とくにＤＲＡ

Ｍの組立・検査など後工程を担当している下請

け企業は世界的なＤＲＡＭ需給変動の波を受け，

それに企業業績も連動するなど不安定な構造の

中に置かれている。４）

　このように技術力ももたず単純な組立・検査

を担当している下請け企業は，親企業からの安

定的な受注を前提としており，ＤＲＡＭのように

韓国や台湾企業からの追い上げが激しい分野で

は，親企業に依存していれば安定的な受注が確

保できるような時代は過ぎようとしている。ま

た半導体大企業にとっても，韓国や台湾企業の

追い上げのなかで，系列の下請け企業をどこま

で維持していけるのかが問われようとしている。

　第三にアメリカは日本の超ＬＳＩ技術研究組合

にならって，軍産一体になりＳＥＭＡＴＥＣ（ｔｈｅ 

Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ Ｔｅｃｈｎｏｌｏ-

ｇｙ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ：半導体製造技術研究組合）を組織

し，半導体製造装置と半導体材料の研究開発に

取り組んだ。ＳＥＭＡＴＥＣは年間１億ドルの資金

をＤＡＲＰＡ（国防先端研究局）から，また半導

体企関係企業からも年間１億ドルの資金提供を

受けて発足した。ＤＡＲＰＡが資金を出したこと

にみられるように，ＳＥＭＡＴＥＣは日本の半導体

企業の攻勢に衝撃を受けたアメリカ軍が，軍事

力の技術的優位を確保するために組織したもの

である。ＳＥＭＡＴＥＣは次世代の半導体の開発を

目的にしたものではなく，半導体の製造技術の

開発をめざしたものであり，この点でも日本の

超ＬＳＩ技術研究組合に似ている。（井上弘基

［１９９９］８～９ページ）そのため半導体メー

カーと半導体製造装置メーカーの間でフォーラ

ムを結成し，フォーラムではチップメーカーと

装置メーカーの技術者が同席し，将来ニーズに

関する実質的な議論を行ったのである。（リ

チャード・Ｋ・レスター［２０００］１４７ページ）

　ＳＥＭＡＴＥＣがアメリカの半導体産業の復活

に果たした役割に関して，リチャード・Ｋ・レ

スター［２０００］は，ＳＥＭＡＴＥＣ参加企業の多く

が「ＳＥＭＡＴＥＣの投資による利益に満足してい

る」という言を紹介し，「ＳＥＭＡＴＥＣは米国半

導体産業の復活に余り大きくはないがある程度

の役割を果たした（一方，半導体製造設備産業

の復活には大きな役割を果たしたと言える）」

（リチャード・Ｋ・レスター［２０００］１４９ページ）

として，限定的であると主張している。レスター

は，（半導体製造設備産業の復活には大きな役割

を果たしたと言える）と控えめに述べているが，

井上弘基［１９９９］によれば，ＳＥＭＡＴＥＣは「装

置技術の方にヨリ重点をおいていた」（１２ペー

ジ）のであり，具体的には日本の半導体製造装

置企業の攻勢で，アメリカが危機に瀕していた

ウエハー露光装置やマスク関係機器など微細加

工装置の研究開発に重点を置き，これらの領域

で多くの成果を挙げている。（井上弘基［１９９３］

［１９９９］）井上弘基［１９９９］が主張するように，

これらの微細加工装置は「最高の性能（集積度，

速度，低消費電力）を体現する半導体を製造し，

またその歩留まりをあげるには，死活的に重要

だった」（１３ページ）のである。したがって，Ｓ

ＥＭＡＴＥＣがアメリカ半導体産業の復活に果た

した役割は，リチャード・Ｋ・レスター［２０００］

が主張するよりもはるかに大きかったといわな

ければならない。

　このように１９８０年代後半にアメリカがＳＥＭ

ＡＴＥＣにより軍産一体となり半導体産業の競

争力の回復に躍起となっていたとき，日本では

日米半導体摩擦の影響もあり，また政府と企業
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の研究開発の方向が第五世代コンピュータの開

発などコンピュータ関係にシフトしていたこと

もあり，超ＬＳＩ技術研究組合のようなコンソー

シアムを組織し，次世代半導体と製造技術の研

究開発に一体として取り組むことはなかった。５）

（４）９０年代における日米再逆転の政治的枠組み

　９０年代の日米逆転を政治的に規定したのが，

１９８６年に締結され，９１年に再締結された日米半

導体協定である。日米半導体協定は，８５年の半

導体シェアにおける日米逆転を受け，８５年６月に

アメリカ半導体工業会（ＳＩＡ）が不公正貿易，

ダンピングなどを理由に日本をアメリカ通商法

３０１条違反で提訴したのに始まる。このＳＩＡの提

訴を契機に，日米半導体協議が開始され，その

結果，８６年９月に日本市場における外国系半導体

の購入拡大のための勧奨，ダンピング防止のた

めのモニタリング等を内容とする日米半導体協

定が締結（第一次協定）された。この協定は，

シェア確保の明記と輸出自主規制を政府間の協

定で行うものであり，日米の国際カルテルとい

う性格をもつのであった。この協定のうちダン

ピング防止のためのモニタリングでは，ＤＲＡＭ

とＥＰＲＯＭに関しては，日本メーカーがアメリ

カ商務省にコスト関連資料を提出し，それに基

づいて商務省が各社ごとにアメリカ市場での販

売価格（公正市場価格ＦＭＶ）を決め，それ以

下での販売を禁止し，それ以外の半導体に関し

ては，通関時に通産省が価格監視をするという

ものであった。６）

　このＦＭＶ協定は「日本の半導体企業のコス

トは本当は高いのに，アメリカ市場でシェアを

確保するためにコスト以下でダンピングしてい

る」という仮定に基づき，モニタリングするこ

とで日本半導体企業は高コストのはずだからア

メリカへの輸出拡大は困難になるだろうと考え

ていた。しかし実際は，ＦＭＶの設定が最低価

格となりＦＭＶに接近しないように供給制限を

行うため，半導体価格は高値安定となったので，

価格競争が行われれば，存続できないような「高

コスト」メーカーにも一定の利潤をもたらすこ

とになった。それは日本企業ばかりではなく，

アメリカ企業にも一定の利潤を保障したから，

アメリカ企業の「復活」の基盤となったのであ

る。また半導体協定のもとで，供給制限が行わ

れたため，ＤＲＡＭ価格が高騰したが，日本企業

は半導体摩擦の再現を怖れ，生産拡大に慎重で

あったため，さらにＤＲＡＭ価格の高騰を招くこ

とになった。こうして日米半導体協定はＤＲＡＭ

価格の高値安定＝利潤保障をもたらし，日本企

業のＤＲＡＭ依存を決定的にした。

　また日本市場における外国系（アメリカ系）

半導体へのアクセスを保障し，シェアを２０％に

まで高めるという市場シェアの保障は，自由競

争の結果としてシェアが拡大するという経済の

論理ではなく，まさに政治の論理で日本企業が

日本市場の一部をアメリカに提供するというこ

とを意味した。外国系（アメリカ系）半導体の

シェアを高めるため，日本企業はこぞって外国

系企業の半導体の購入を迫られたからである。

これによって日本の半導体企業は自らの売上を

抑制するように行動するようになったし，ＣＰＵ

などアメリカが強い分野への進出を抑制するこ

とになった。それはまた日本企業のＤＲＡＭ依存

を高めることになった。

　このように８６年から１０年にわたる日米半導体

協定は，日本企業の投資・生産・輸出行動に抑

制的な影響を及ぼすとともに，日本企業のＤＲＡ

Ｍ依存を決定的にした。これに対してアメリカ

企業はＤＲＡＭの高値安定と，日本への市場アク

セスの保障によって，利潤の確保を確実にする

ことができるようになったほか，日本企業のＣＰ

Ｕ分野への進出などアメリカ企業の競争力の強

い分野への進出をけん制することができたので

ある。このような意味で日米半導体協定は９０年

代の日米再逆転を政治的に決定づけたのである。

３　転換点にある日本半導体産業

　ＤＲＡＭ依存を強めた日本の半導体産業は，日

米再逆転，韓国・台湾企業の勃興によって，大
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きな転換点にたっている。

　ＤＲＡＭは世代交代と市場投入のタイミング

さえ間違えなければ，巨額の利潤をもたらすと

言われてきた。実際に，東芝は１Ｍで「１９８８年

度の東芝全体の営業利益１７６０億円の約三分の二

は半導体が稼ぎ，そのうちの約６０％は１ＭＤＲＡ

Ｍによる利益」（『１９９１年版日本半導体年鑑』）で

あると言われるほど，利益をあげたこともある。

　しかしすでにみたように，Ｗｉｎｄｏｗｓ３.１以来，

パソコンに搭載されるチップ数も以前と同じよ

うには増大せず，ＤＲＡＭ需要はパソコンの出荷

台数に比例して増大することはなくなっている。

したがってＤＲＡＭ依存を続けても，長期的には

収益基盤の縮小が避けられなくなっている。

　またインターネットの爆発的普及によって，

インターネット接続がパソコンの主要機能に

なってきたが，そうなればなるほどインター

ネット接続は必ずしもパソコンによる接続には

限定されなくなる。いやむしろ，インターネッ

ト接続に限れば，現在のパソコンほどの高機能

を必要としない。インターネット接続は携帯電

話でも，ゲーム機，ＰＤＡ（携帯情報端末），　Ｃ

ＡＴＶでも可能になる時代を迎えつつある。そう

なれば，半導体需要の中心がパソコンであり，

ＤＲＡＭであるという時代は終わることになる。

実際に，世界の製品別半導体市場では，９６年に

メモリーとマイクロのシェアが逆転した後，９９

年ではマイクロは３４.６％と半導体全体の約３分

の１を占めている。（図３）また９４年から２００３年

（予測）までの増加率では，マイクロが２.８４倍，

メモリーが１.１８倍とマイクロの成長率の方が高

くなっている。

　こうした半導体製品の成長予測をうけて，日

本の半導体企業では脱ＤＲＡＭ戦略が鮮明にな

りつつある。とくに９６年からの３年にわたる長

期の半導体不況を受けて，ＤＲＡＭビジネスから

の撤退や事業統合が相次いだ。９９年１１月にはＮ

ＥＣと日立はＤＲＡＭ事業について開発から生

産・販売までを事業統合することを発表した。

ＮＥＣと日立の事業統合ではそれぞれ５０％ずつ

出資して，ＤＲＡＭ専業会社「ＮＥＣ日立メモリ」

を設立し，開発，設計，販売を行い，ＮＥＣ広島
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とシンガポールの日立・日鉄セミコンダクタで

生産を行うというもので，これにより日立はＤ

ＲＡＭの国内生産から撤退することになった。

また富士通はパソコン向けＤＲＡＭの生産から

撤退したほか，次世代メモリーでは台湾のファ

ンドリー企業に生産委託することを決定した。

東芝は２０００年８月に，半導体生産の後工程をア

メリカの後工程専業会社アムコア・テクノロ

ジーに売却するなど，半導体事業の再編に乗り

出した。さらに新日鉄，ＮＫＫなどの鉄鋼企業も

事業多角化の一環から進出した半導体事業から

撤退している。このように日本の半導体産業で

は，９８年ごろからＤＲＡＭを中心に事業撤退，再

編などの動きが活発になっている。

　では脱ＤＲＡＭのあと，半導体企業はどのよう

なビジネスモデルを描いているのだろうか。こ

の点では，日本企業はほぼすべての企業がシス

テムＬＳＩ事業の強化を掲げている。例えばＮＥＣ

はシステムＬＳＩ生産額を９９年度の６５００億円から

２００３年度に１兆円に，東芝はシステムＬＳＩ部門

の売上を現在の半導体事業部門の４０％から２００１

年までに５５％に，日立も９９年度の半導体事業部

門の４８％から６０～７０％へ伸ばそうと計画してい

る。システムＬＳＩは複数のＩＣを組み合わせて構

成していた機能をＩＰ（Ｉｎｔｅｌｌｅｃｔｕａｌ Ｐｒｏｐｅｒｔｙ）

を組み合わせることで，１チップに集約するもの

で，ＭＰＵやメモリーといった基本モジュールだ

けでなく，特定の目的のために設計した回路も

組み込めるため，機器の小型化・高性能化を実

現できる。パソコンに代わって携帯電話，モバ

イル機器，ネット家電などネットワーク対応機

器が中心になると，ＣＰＵやメモリーに代わって

システムＬＳＩが主役になるといわれている。そ

のため日本の半導体企業は半導体事業再編の柱

にシステムＬＳＩ事業をおいている。

　しかしシステムＬＳＩ事業のより一層の発展の

ためには，システム全体の理解にもとづく回路

設計段階からのシステムの区分けパーティッ

ション，またそれら相互のインターフェース設

計技術，システム要求を組み込む回路設計技術

と工程の微細加工技術が重要であるといわれて

いる。（柿崎繁［２０００］３５２ページ）日本企業は

プロセス技術を重視し，微細加工技術，材料技

術，クリーンルーム化の徹底，品質管理などに

よって製品歩留まりを高め，コスト低減と高品

質の達成を両立させてきた。しかしシステムＬＳ

Ｉの生産においては，プロセス技術ではなく，シ

ステム全体の設計思想や仕様に基づいてそれに

必要なＩＰを調達したり接続したりする技術，つ

まり全体構想と設計技術が重要となっている。

この点は日本企業の弱点とみる見解が有力であ

り，８０年代のＤＲＡＭのように世界的なシェアを

確保するためには，システムＬＳＩの設計と構想

技術の向上が必要である。

　脱ＤＲＡＭのもう一つの柱は，急速に拡大して

いる携帯電話などモバイル機器用のメモリー製

品への傾斜である。とくに携帯電話の爆発的普

及を受けて，フラッシュメモリーに対する需要

が急増している。こうした需要急増を受けて，

日立やＮＥＣ，富士通，東芝などの半導体企業は

こぞってフラッシュメモリーの増産など大型の

半導体投資に踏み出している。７）こうした動き

を見ると日本の半導体産業は脱ＤＲＡＭに向け

て順調に動き出したかのようである。しかしフ

ラッシュメモリーの需給が好調だということで，

一斉に設備投資に動いているが，それではＤＲＡ

Ｍの需要増大－大型設備投資－供給増大－供給

過剰－価格下落－半導体事業での赤字拡大とい

う道筋をフラッシュメモリーでも繰り返す危険

性が強いといわざるをえない。

　ＤＲＡＭでの失敗を繰り返さないためには，ア

メリカなどの支配的規格のもとでの半導体の生

産ではなく，インテルのＣＰＵやモトローラのＤ

ＳＰなど独自の支配的規格をもつ製品を開発し

ないかぎり，今後ともシリコンサイクルによる

好不況の循環と韓国・台湾などの新興企業の攻

勢に苦しみ続けるのではないかと思われる。

おわりに

　日本の半導体産業は８０年代には世界市場の
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５０％近いシェアを占め，世界の電子供給基地と

呼ばれるまでになった。半導体の日米逆転に

よって，アメリカの半導体産業の立ち直りは困

難であると思われた。誰が９０年早々の日米再逆

転と韓国企業の参入を想定できたであろうか。

日本の攻勢の前に，ＤＲＡＭ生産では，社内用に

ＤＲＡＭを生産していたＩＢＭとＡＴＴを除いて外

販メーカーは撤退したのだから。

　しかしそれから数年後，日本の半導体産業は，

バブル崩壊後の不況の中で，急速に世界市場で

のシェアを低下させ，日米のシェアは再逆転す

ることになった。それ以後，９０年代の日本半導

体産業は生産の停滞と収益性の低下に苦しむこ

とになった。多くの半導体企業がリストラや事

業再編に追われることになった。

　１９９９年後半から半導体市場は劇的に回復し，

半導体企業は好調を持続している。半導体・コ

ンピュータ大手は２００１年３月期には大幅な利益

増大が予想されている。９８年度や９９年度の赤字

決算とは様変わりで，半導体事業が全体の業績

を牽引するようになっている。しかもそれはＤ

ＲＡＭ一辺倒でなされたのではなく，フラッ

シュメモリーやマイコン，ＡＳＩＣなどで多様な

半導体でなされている。

　では今回の半導体企業の業績回復は脱ＤＲＡ

Ｍ，収益源の多様化の結果なのだろうか。確か

にＤＲＡＭ生産からの撤退や縮小によってＤＲＡ

Ｍ依存度は低下したが，最近の好調は日本企業

の独創的な半導体製品の開発による収益回復と

いうよりも携帯電話の急速な拡大による需要増

という側面が強く，したがって今回の好調さが

長期間継続するという保障はない。それどころ

かフラッシュメモリーの需要増は２００１年で終わ

り，その後は供給過剰による価格低下が生じる

とも言われている。

　このようにＤＲＡＭ一辺倒で半導体ビジネス

を構築する時代は終わろうとしているが，日本

企業が支配的規格をつくり，半導体産業のデザ

インを描くという段階には至っていない。シス

テムＬＳＩへの集中にしても，それで支配的規格

を形成できる見通しが立っているわけではない。

しばらくは日本の半導体産業は「模索」の時代

が続くものと思われる。

　１）本節の内容は藤田実［１９９２］を要約したもので
ある。展開の詳細については，上記著作を参照し
て欲しい。

　２）ＭＥ機器の導入と低コスト生産との関係につい
ては，山口義行・小西一雄［１９９７］，藤田実［２０００］
を参照のこと。

　３）三菱電機の小宮啓義氏によれば，過去のトレン
ドから推計したＤＲＡＭ製造コストは，世代交代
ごとに組立設備投資は１.２倍，前工程設備投資は
２.２５倍，テスト設備投資は１.８倍，これらを合わせ
た設備投資額は２.１～２.２倍，開発費は１.６～１.７倍に
なると予測している。（直野典彦［１９９６］）

　４）ただし同じＮＥＣの下請け企業のなかでも，ＤＲＡ
Ｍ以外の組立・検査を担当している九州電子
（１９７３年設立，従業員７２０人，フォトカプラー，光
通信デバイスなどの組立）や内藤電誠工業（１９５０
年設立，従業員１０４６人，ＣＣＤ，ＡＳＩＣなどの組立）
は９７年からの半導体不況期でも業績を伸ばして
おり，ＤＲＡＭの下請け企業と対照的となってい
る。

　５）９０年代に入っての日本の半導体産業のシェア低
下を受けて，電子デバイス関連技術の開発を目的
とした技術研究組合「超先端技術開発機構ＡＳＥ
Ｔ」が組織されたり，「半導体新世紀委員会」が組
織されるなど，日本の半導体産業の復活に向けて
官民一体となっての取り組みが開始されている。
最近の日本の取り組みについては，機械振興協会
経済研究所［１９９７］を参照のこと。

　６）ＦＭＶの説明に関しては，伊丹敬之［１９９５］２２４
ページを参照した。

　７）各種資料・報道によると，半導体企業の２０００年
度の設備投資は，４月末の時点より大幅に積み増
す方向にある。すなわち三菱電機は当初計画の
１０００億円を１５００億円に，富士通が１６００億円から
２０００億円に，ＮＥＣは2０００億円から２２００億円に大幅
に上方に修正しており，これに当初計画通りの東
芝（１３００億円），日立（２０４０億円）を加えると，
大手五社の半導体投資額は過去最高の９０００億円
に達する。
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